
   津市民間社会福祉施設等施設整備費補助金交付要綱 

 

平成１８年１月１日訓第８６号  

 

改正 平成２７年３月３１日訓第２４号 

   平成３０年３月３０日訓第２３号 

   令和２年３月３１日訓第２７号 

   令和４年６月２８日訓第６６号 

   令和６年３月２８日訓第１８号 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、民間社会福祉施設等の施設整備を促進することによりそ

の入所者等の福祉の向上を図るため、津市社会福祉法人の助成に関する条例

（平成１８年津市条例第１０３号。以下「条例」という。）、津市社会福祉

法人の助成に関する条例施行規則（平成１８年津市規則第７２号）及び津市

補助金等交付規則（平成１８年津市規則第４４号。以下「規則」という。） 

の規定に基づき補助金を交付することに関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「民間社会福祉施設等」とは、次の各号のいずれか

に該当する施設で、社会福祉法人、学校法人、医療法人、特定非営利活動法

人等の営利を目的としない法人その他市長が別に定める法人（以下「社会福

祉法人等」という。）が設置するもの（第１号に規定する施設にあっては、

社会福祉法人が設置するものに限る。）をいう。 

 ⑴ 三重県老人保健福祉施設整備費補助金交付要領（平成１８年４月１４日

健福第１３－１２５号。以下「県補助金交付要領」という。）第４条第１

号に規定する特別養護老人ホーム又は同条第２号に規定する養護老人ホー

ム 

 ⑵ 次世代育成支援対策施設整備交付金の交付について（令和５年８月２２

日こども家庭庁発こ成事第３７０号。以下「令和５年通知」という。）６

の⑹の表①施設の種類の欄に掲げる施設 

 ⑶ 「社会福祉施設等施設整備費の国庫負担（補助）について」（平成１７

年１０月５日厚生労働省発社援第１００５００３号。以下「平成１７年通

知」という。）第２の４の表①施設の種類の欄に掲げる施設 



 ⑷ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）第５条第１７項に規定する共同生活援助を実施する

施設 

 （名称） 

第３条 第１条の補助金は、「民間社会福祉施設等施設整備費補助金」（以下

「補助金」という。）と称する。 

 （交付の対象） 

第４条 補助金は、本市の区域内において市長が必要と認める民間社会福祉施

設等の整備（国又は三重県の補助金等の対象となるものに限る。）を行う社

会福祉法人等に対して、その施設整備に係る費用を対象として、これを交付

するものとする。 

 （補助金の額） 

第５条 補助金は、次項に規定する基準額に通所施設にあっては２分の１を、

入所施設にあっては３分の１を乗じて得た額に、その施設の定員等に対する

本市の区域内に住所を有する入所者数等の割合を乗じて得た額を限度とし、

予算で定める範囲内において、これを交付するものとする。ただし、これに

より難いときは、予算で定める範囲において市長が別に定める額とする。 

２ 基準額は、次の各号に掲げる施設の区分に応じ、当該各号に定める額とす

る。 

⑴ 第２条第１号に規定する施設 県補助金交付要領に基づく補助金の額に

４分の１を乗じて得た額又は実支出（予定）額から交付の対象となる施設

整備に係る国、三重県その他公益財団法人等の補助金等の額を控除した額

のいずれか少ない額 

 ⑵ 第２条第２号に規定する施設 令和５年通知に基づく交付金に３分の１

を乗じて得た額に、実支出（予定）額から当該交付金の額に３分の４を乗

じて得た額を控除した額に２０分の３を乗じて得た額を加えた額 

 ⑶ 第２条第３号に規定する施設 平成１７年通知に基づく補助金の額に３

分の１を乗じて得た額に、実支出（予定）額から当該補助金の額に３分の

４を乗じて得た額を控除した額に２０分の３を乗じて得た額を加えて得た

額 

⑷ 第２条第４号に規定する施設 三重県障害者グループホーム緊急整備費

補助金交付要領（平成１９年４月１日施行）別表２の算定基準に基づき算

定した基準額 



３ 第１項の規定により算出された補助金の額に１，０００円未満の端数があ

るときは、これを切り捨てるものとする。 

 （交付申請の期限） 

第６条 規則第３条第１項の別に定める期日は、国又は三重県の補助金等の対

象となる施設に選定された旨の通知を受領した日から起算して３０日を経過

する日とする。ただし、予算の補正を必要とする場合は、当該補正予算に係

る議案の議決の日から起算して３０日を経過する日とする。 

 （添付書類） 

第７条 条例第３条第６号及び規則第３条第１項第４号の市長が必要と認める

書類とは、次に掲げる書類とする。 

 ⑴ 民間社会福祉施設等の施設整備に係る計画書 

 ⑵ 民間社会福祉施設等の施設整備に係る仕様書及び設計図書 

 ⑶ 民間社会福祉施設等の施設整備について国及び三重県から補助金等の交

付決定を受けていることを証する書類の写し 

 ⑷ その他市長が必要と認める書類 

 （交付の条件） 

第８条 市長は、補助金の交付を決定する場合は、別に定めるところにより条

件を付するものとする。 

 （実績の報告） 

第９条 補助金の交付の対象となる事業に係る実績報告は、民間社会福祉施設

等の施設整備が完了した日から起算して３０日を経過した日又は補助金の交

付の決定に係る会計年度が終了する日のいずれか早い日までに次に掲げる書

類を添えてこれを行わなければならない。 

 ⑴ 完了写真 

 ⑵ その他市長が必要と認める書類 

 （委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この訓は、平成１８年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この訓の規定は、この訓の施行の日（以下「施行日」という。）以後の申

請に係る補助金について適用し、施行日前の申請に係る補助金については、



なお合併前の津市民間社会福祉施設施設整備費補助金交付要綱（平成１２年

津市訓第３１号）、津市老人保健施設開設補助金交付要綱（平成９年４月２

５日施行）又は安濃町民間社会福祉施設整備費等助成金交付要綱（平成１３

年安濃町要綱第１０号）の例による。 

３ この訓の施行の際現に津市民間社会福祉施設整備費補助金交付要綱、久居 

市民間社会福祉施設整備費償還金利子補給金交付要綱（平成３年１２月１日 

施行）、安濃町民間社会福祉施設整備費等助成金交付要綱又は美里村平成１ 

１年１月２１日付け確認書に基づき交付決定されている利子補給については、

この訓の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

   附 則（平成２７年３月３１日訓第２４号） 

１ この訓は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ 改正後の津市民間社会福祉施設等施設整備費補助金交付要綱の規定は、こ

の訓の施行の日以後の申請に係る補助金について適用し、同日前の申請に係

る補助金については、なお従前の例による。 

   附 則（平成３０年３月３０日訓第２３号） 

１ この訓は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ 改正後の津市民間社会福祉施設等施設整備費補助金交付要綱の規定は、こ

の訓の施行の日以後の申請に係る補助金について適用し、同日前の申請に係

る補助金については、なお従前の例による。 

   附 則（令和２年３月３１日訓第２７号） 

１ この訓は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 改正後の津市民間社会福祉施設等施設整備費補助金交付要綱の規定は、こ

の訓の施行の日以後の申請に係る補助金について適用し、同日前の申請に係

る補助金については、なお従前の例による。 

   附 則（令和４年６月２８日訓第６６号） 

１ この訓は、令和４年７月１日から施行する。 

２ 改正後の津市民間社会福祉施設等施設整備費補助金交付要綱の規定は、こ

の訓の施行の日以後の申請に係る補助金について適用し、同日前の申請に係

る補助金については、なお従前の例による。 

   附 則（令和６年３月２８日訓第１８号） 

 この訓は、決裁の日から施行する。 


